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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年７月 28 日開催の取締役会において、下記のとおり、「産業競争力強化法等の一部を改正す

る等の法律」（令和３年法律第 70 号）に基づく、場所の定めのない株主総会（いわゆる「バーチャルオンリ

ー株主総会」）の開催を可能とすることおよび取締役の員数の追加および補欠役員の選任決議の有効期間の

変更についての定款変更（以下「本定款変更」といいます。）に係る議案を、2026 年８月 28 日開催予定の第

48 回定時株主総会に付議することを決議したため、お知らせいたします。 

 

１． 定款変更の理由 

（１）場所の定めのない株主総会（いわゆる「バーチャルオンリー株主総会」）の開催 

 2021 年６月 16 日施行の「産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律」（令和３年法律第 70

号）に基づき、上場企業は定款に定めることにより、一定の要件のもと、場所の定めのない株主総会

（いわゆる「バーチャルオンリー株主総会」）の開催が可能となっております。当社といたしまして

は、社会全体のデジタル化の進展等も念頭に、株主総会の開催方式の選択肢を拡充することが、株主の

皆様の利益に資すると考えており、場所の定めのない株主総会を開催できるよう、現行定款第 11 条

（招集の時期）の変更を行うものであります。  

 なお、当社は、現行定款第 11 条（招集の時期）の変更に当たり、経済産業省令・法務省令で定める

要件に該当することについて、経済産業大臣及び法務大臣の確認を受けております。  

（２）取締役の員数 

 内部統制、コンプライアンス、情報開示、グループ管理などの要求水準が上がり、監督機能を形式で

はなく実効にする必要があるため、人数枠を増やし、適切な構成（社外・独立・専門性）を取りやすく

することを目的として、現行定款第 16 条（員数）に定める取締役（監査等委員である者を除きま

す。）の員数の上限を７名から 10 名に変更するものであります。  

（３）補欠役員の選任決議の有効期間の変更 

補欠役員の予選決議の有効期間に関する定めである会社法施行規則 96 条 3 項にならい、 現行定款第

18 条（任期）を変更するものであります。  

２． 定款変更の内容 

変更の内容は、別紙のとおりです。 

 



 

 

 

 

３． 定款変更の日程 

本定款変更を付議する定時株主総会開催日 2026 年８月 28 日（金）（予定） 

本定款変更の効力発生日 2026 年８月 28 日（金）（予定） 
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（別紙）本定款変更の内容 

（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変 更 案 

（招集の時期）  

第１１条  

当会社の定時株主総会は、毎年８月にこれを招集し、

臨時株主総会は、必要に応じて招集する。  

＜新  設＞ 

（招集）  

第１１条  

当会社の定時株主総会は、毎年８月にこれを招集し、

臨時株主総会は、必要に応じて招集する。  

２．当会社は、株主総会を場所の定めのない株主

総会とすることができる 

（員数）  

第１６条  

当会社の取締役（監査等委員である者を除く）は、７

名以内とする。  

２．当会社の監査等委員である取締役（以下、「監

査等委員」という。）は５名以内とする。 

（員数）  

第１６条  

当会社の取締役（監査等委員である者を除く）は、１

０名以内とする。  

２．当会社の監査等委員である取締役（以下、「監

査等委員」という。）は５名以内とする。 

（任期）  

第１８条  

取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。  

２．前項の規定にかかわらず、監査等委員の任期は、

選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結の時までとする。  

３．補欠として選任された監査等委員の任期は、退任

した監査等委員の任期の満了する時までとする。  

４．会社法第329条第３項に基づき選任された補欠監

査等委員の選任決議が効力を有する期間は、選任後

２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとする。 

（任期）  

第１８条  

取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の

時までとする。  

２．前項の規定にかかわらず、監査等委員の任期は、

選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結の時までとする。  

３．補欠として選任された監査等委員の任期は、退任

した監査等委員の任期の満了する時までとする。  

４．会社法第329条第３項に基づき選任された補欠監

査等委員の選任決議が効力を有する期間は、選任後

２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会開始の時までとする。 

 


